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地方独立行政法人の業務実績評価には、中期目標の期間における業務の実績に

関する評価（期間終了前に実施する見込みの評価を含む。）と、各事業年度にお
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に基づき、知事が評価を行います。 

評価の実施に当たっては、同法同条及び東京都地方独立行政法人評価委員会条

例第２条の規定に基づき、東京都地方独立行政法人評価委員会（以下「評価委員

会」という。）の意見を聴くこととされています。 

 
この度、地方独立行政法人東京都立産業技術研究センター（以下「法人」とい

う。）の令和４年度における業務の実績に関する年度評価を行いました。 

 

今回実施した年度評価には、法人が中期目標を着実に達成するために作成した

中期計画及び年度計画の実施状況を確認し、評価結果を示すことにより、法人の

自主的な業務改善を促すという意義があります。 

 

本評価書では、法人から提出された業務実績等報告書、法人からのヒアリング

及び評価委員会の意見を通じて業務の実績を総合的に評価し、まとめた評価結果

について、全体評価、項目別評価の順に掲載しています。 
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中期計画の達成に向け、『優れた業務の進捗状況にある』。 

 

○  高く評価すべき事項 

・ 東京都立産業技術研究センター(以下「都産技研」という。)は、研究開発と技術支

援の両面で様々な事業を展開し、第四期中期計画（令和３年度～令和７年度）の目標

値に向けて着実に実績を積み重ねるとともに、中小企業の製品化等に貢献しており評

価できる。 

 

・ 中小企業等との共同研究では、都産技研の技術シーズを活用した効果的な技術支援

により、企業等の製品化・事業化を後押ししており、中期計画目標の達成に向けて順

調に実績を積み重ねている。また、外部資金導入研究では、新規採択件数が中期計画

目標の達成に向けて堅調に推移するとともに、歳入総額も近年の実績を大きく上回っ

ていることが高く評価できる。 

 

・ ヘルスケア産業支援室での支援体制を強化するなど、ヘルスケア分野における中小

企業の製品開発等に大きく貢献したほか、東京2020オリンピック・パラリンピック競

技大会のレガシーとして、トップアスリート向け製品開発で得られた知見を一般障害

者向け用具開発に発展させるなど、社会的課題の解決に取り組んでいることも高く評

価できる。 

 

○  改善・充実を求める事項 

・ 都産技研の各支所等において、地域の産業特性を踏まえつつ、市場ニーズを的確に

捉えた製品開発等支援の一層の充実を期待する。 

  

・ 都産技研が率先してＳＤＧｓの実現やＧＸの推進に向けた組織運営を行い、中小企

業をリードする役割を果たすことが望まれる。

地方独立行政法人東京都立産業技術研究センター令和４年度 

業務実績評価 全体評価 
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１ 総 評  

 
・ 中期計画の達成に向け、『優れた業務の進捗状況にある』。 

 
・ 第四期中期目標期間の２年目を迎えた東京都立産業技術研究センター（以下「都産

技研」という。）は、中小企業等に対する様々な技術支援により、製品化・事業化に貢

献する多くの成果を生み出すなど、第四期中期計画の達成に向けて堅調に実績を積み

重ねている。また、組織・人事制度改革などの組織体制の強化や、設備機器の整備な

どの支援体制強化に向けた取組を着実に実施している点は評価できる。 

 

・ なかでも、社会的課題解決支援では、ヘルスケア産業支援室において、液状試料の

微細構造を観察できる新たな試験設備を活用した依頼試験を開始するとともに、前年

度実績を大きく上回る機器利用等の支援を実施するなど、ヘルスケア分野における中

小企業の製品開発等に大きく貢献した。また、東京2020オリンピック・パラリンピッ

ク競技大会のレガシーとしてパラアスリート向け障害者スポーツ用具の開発過程で得

られた知見を活用し、一般障害者向け製品の開発支援に取り組み、社会的課題解決に

貢献している点は、大いに評価できる。 

  

・ 基盤研究については、「東京の産業を牽引する研究」、「創出する研究」、「支える

研究」に分類し、目指す方向性を明確にし、着実に実施した。また、中小企業等との共

同研究では、製品化・事業化を着実に達成するとともに、臭いに関する新たな評価手法

を確立し、防臭・消臭が期待される製品開発にも貢献した。加えて、外部資金導入研究

では、高水準の採択件数及び獲得金額を達成していることや、研究員への研修等の取

組の強化が、獲得困難な外部資金の採択につながったことは、大いに評価できる。 

 

・ 技術相談、依頼試験、機器利用などの技術支援については、中期計画目標の達成に

向けて着実に実績を積み重ねている。また、利用者の利便性向上に向けて、支援業務

のデジタル化を推進している点は評価できる。 

 

・ 中小企業の５Ｇ・ＩｏＴ・ロボット普及促進事業では、成長分野における中小企業

の新技術開発や製品化・事業化を積極的に支援している。また、スタートアップ等に

対して、試作・技術支援、投資家視点のコンテスト及び製品化支援を行う新規事業を

開始している。 

 

・ 業務運営においては、効率的な執行体制の確保及び新たなニーズへの対応のため、

組織改編、人事制度改革及び社会の新たな潮流に対応するプロジェクトチームの設置

に取り組んだ点は評価できる。 
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２ 研究開発、技術支援及び法人の業務運営等について 

（１） 中小企業の技術的課題の解決や事業化を見据えた総合的支援 

・ 都産技研は、保有する技術を活用して、ものづくり基盤技術分野のみならず、社

会的課題やサービス産業分野に対しても、技術面から幅広く支援を行っている。 

 

・ 技術相談については、施設内の360度画像を組み合わせた「バーチャル見学」を

活用した取組を開始するなど、利用者の利便性の向上を図った。 

  引き続き、技術相談情報のデータベース化を進めるとともに、今後、他の支援業務

等へのデータ活用を推進していくことが望まれる。 

 

・ 依頼試験、機器利用については、コロナ禍にあっても、年度計画目標を超える依

頼試験・機器利用件数を達成し、アウトカム調査でも高い満足度を維持している。 

 依頼試験については、利用者のニーズに合わせた試験を着実に実施している。ま

た、機器利用については、予約システムを一部で導入し、利用者の利便性向上に努

めている。 

 

・ オーダーメード型技術支援については、支援実績が堅調に推移しており、アウト

カム調査においても、利用者からの高い満足度を維持している。 

  今後とも、利用者の製品化・事業化につながる効果的な支援の実施が望まれる。 

 

・ 基盤研究については、東京の産業を牽引する研究（13テーマ）、創出する研究

（18テーマ）、支える研究（24テーマ）に分類して計55テーマを実施した。また、

学協会等での基盤研究に関する成果発表件数は342件となり、研究成果の普及活動

を積極的に実施している。 

  今後は、基盤研究の成果を他の支援業務や共同研究、外部資金導入研究へと一層

発展させていくことが望まれる。 

 

・ 共同研究については、製品化・事業化を目的として、前年度以前からの継続テー

マも含めて計47テーマの研究を実施した。 

製品化・事業化の件数は15件で、さまざまな成分が混合した複合臭に関する評価

方法を確立し、防臭・消臭効果が期待される製品開発に寄与するなどの成果も上げ

ている。 

 

・ 外部資金導入研究については、提案公募型研究への積極的な応募や受託研究の推

進により、採択件数は中期計画目標の達成に向けて着実に推移しているほか、歳入

は第二期中期計画（平成23年度～平成27年度）以降の最高額を獲得した。また、経

済産業省の令和４年度成長型中小企業等研究開発支援事業の「出資獲得枠」（全国

３件採択）に採択されるなど、顕著な成果を上げた。 
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・ 知的財産については、引き続き、実施許諾につながる可能性の高い知的財産の出

願や、保有知的財産権の放棄も含めた見直しを行い、有用な権利に経営資源を集中

できるよう知財経営を進めている。また、保有知的財産権の実施許諾件数は、高水

準を維持しており、中期計画目標達成に向けて堅実な成果を上げている。 

引き続き、有用な知的財産の出願・活用を進めていくとともに、企業等への実施

許諾を促進されたい。 

 

（２） 産業の発展と都民生活の向上を目指したプロジェクト型支援 

・ ５Ｇ・ＩｏＴ・ロボット普及促進事業では、公募型共同研究等を継続し、製品

化・事業化を４件達成した。 

  また、スタートアップ等に対して、試作・技術支援、投資家視点のコンテスト及

び製品化支援を行う新規事業を開始した。 

 

・ 社会的課題の解決に向けては、ヘルスケア産業支援室において、液状試料の微細

構造を観察できる試験設備を活用した依頼試験を公設試験研究機関として初めて開

始するとともに、機器利用等の支援実績が前年度実績を大きく上回るなど、ヘルス

ケア分野における中小企業の製品開発等に貢献した。 

また、障害者スポーツ用具の開発支援においては、東京2020オリンピック・パラ

リンピック競技大会のレガシーとして、アスリート向け障害者スポーツ用具の開発

で得られた知見を活用し、一般障害者向け製品の開発支援を実施するなど、社会的

課題の解決に資する取組を進めている点は高く評価できる。 

 

（３） 中小企業等の新事業展開支援 

・ 都産技研主催のビジネスマッチング会「東京イノベーション発信交流会2023」を

３年ぶりに対面開催し、出展企業20社によるプレゼンテーション（ピッチ）を新た

に実施して来場者とのマッチングにつなげるなど、オープンイノベーションの機会

を創出した。 

また、異業種交流グループ会員による合同会社が設立されるなど、合同交流会開

催等の支援が中小企業間連携の成果につながっている。 

  引き続き、多様な機関と連携し、中小企業のオープンイノベーションを促進する

取組が望まれる。 

 

・ 製品開発支援ラボについては、ラボに入居するスタートアップ企業等が都産技研

の技術支援等を受けて製品化・事業化した件数は過去最高を記録するとともに、売

上も引き続き高い水準を維持している。 

 

・ 中小企業の海外展開に向け、技術セミナーの開催、広域首都圏輸出製品技術支援

センター（ＭＴＥＰ）による相談対応、技術情報の提供などを着実に行っている。

また、中小企業の海外展開に寄与した件数は53件となり、年度計画目標を大幅に上

回った。 
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の技術支援等を受けて製品化・事業化した件数は過去最高を記録するとともに、売

上も引き続き高い水準を維持している。 

 

・ 中小企業の海外展開に向け、技術セミナーの開催、広域首都圏輸出製品技術支援

センター（ＭＴＥＰ）による相談対応、技術情報の提供などを着実に行っている。

また、中小企業の海外展開に寄与した件数は53件となり、年度計画目標を大幅に上

回った。 

（４） 地域や支所の特色を活かした支援 

・ 各支所等の所在地域の産業特性にあわせ、地域の特徴を活かした製品化・事業化

支援に取り組んでいる。 

  今後も、地域における関連機関とも連携しながら、支援の充実を図っていくことが

望まれる。 

 

・ 食品産業への支援については、都産技研が有する工業技術と食品技術センターの

有する食品技術との相乗効果を発揮した研究開発を行った。 

今後、フードテック等の先端技術を活用した研究開発や、中小企業の新技術・新

製品開発への支援を推進していくことが望まれる。 

 

（５） 東京の産業を支える産業人材の育成 

・ 技術セミナーや講習会については、オンデマンド配信に向けた環境整備を行い、

技術セミナー等の配信を大幅に充実させるとともに、配信内容等の改善に向けてオ

ンデマンド配信の視聴解析ツールの導入や受講者アンケートの見直しを行った。 

 

（６） 情報発信の推進 

・ オンラインによる研究発表会等の実施や、紙媒体で発行していた広報誌等のデジ

タル化を推進し、昨年度に引き続き中期計画目標を超える水準を達成している。 

 

・ 都産技研ウェブサイト内に「バーチャル見学」を開設するなど、利用者の利便性

向上につながる取組を新たに実施するとともに、展示会にも積極的に出展し、都産

技研の認知度向上、技術・成果の普及に努めている。 

 

（７） 法人の組織体制及び業務運営等 

・ 効率的な執行体制確保に向けた組織再編や複線型人事制度の構築を実施するとと

もに、職員研修におけるデジタル化実施率や会議等のペーパーレスでの開催率が中

期計画目標を上回るなど、業務のデジタル化を着実に推進した。 

 

・ 情報セキュリティを向上するため、新たにソフトウェアを導入するなど、着実に

危機管理体制の強化を図るとともに、都産技研の省資源・省エネルギー化を推進し

ている。 

 

・ 内部統制関連規程の点検・整備、監査計画に基づく監査の実施等を着実に実施す

るとともに、コンプライアンスガイドを更新して研修に活用するなど、職員のコン

プライアンス意識の向上に努めている。 
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Ⅱ 項 目 別 評 価 
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項目別評価にあたっては、法人から提出された業務実績等報告書や法人から

のヒアリング等を基に、年度計画に記載されている各項目の進捗状況及び成果

等について検証を行い、中期計画の達成に向けた法人の事業進捗状況・成果を

評価項目ごとに以下の５段階の評語により評価を行った。 
 

評 
 
 
定 

 

Ｓ・・・年度計画を大幅に上回って実施している 

Ａ・・・年度計画を上回って実施している 

Ｂ・・・年度計画を概ね順調に実施している 

Ｃ・・・年度計画を十分に実施できていない 

Ｄ・・・業務の大幅な見直し、改善が必要である 
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地方独立行政法人東京都立産業技術研究センター　　年度評価 　　項目別評定総括表

R3
年度

R4
年度

R5
年度

R6
年度

R7
年度

見込
評価

期間実績
評価

技術相談 1 Ｂ Ｂ 13ページ

依頼試験、機器利用 2 Ａ Ａ 14ページ

オーダーメード型技術支援 3 Ａ Ｂ 16ページ

基盤研究 4 Ｓ Ｂ 17ページ

共同研究 5 Ａ Ａ 18ページ

外部資金導入研究・調査 6 Ａ Ｓ 19ページ

知的財産 7 Ａ Ａ 20ページ

新産業創出支援 8 Ａ Ａ 21ページ

社会的課題解決支援 9 Ｓ Ｓ 22ページ

オープンイノベーション 10 Ｂ Ｂ 23ページ

製品開発支援ラボ等 11 Ａ Ａ 24ページ

海外展開 12 Ｂ Ａ 25ページ

支所における支援 13 Ｂ Ｂ 26ページ

食品産業への支援 14 Ｂ Ｂ 27ページ

産業人材の育成 15 Ｂ Ａ 28ページ

情報発信の推進 16 Ａ Ａ 29ページ

組織体制及び運営、
効率化、経費節減

17 Ｂ Ａ 30ページ

資産の適正な管理運用等 18 Ｂ Ｂ 32ページ

危機管理対策、社会的責任 19 Ｂ Ｂ 33ページ

内部統制・コンプライアンス 20 Ｂ Ｂ 35ページ

中期目標
期間評価

Ⅱ 業務運営の改善及び効率化に関する目標を達成するためとるべき措置

Ⅱ～Ⅷ その他業務運営に関する事項等

年度評価

評定説明 備考

Ⅰ　住民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するためとるべき措置

項目
番号

中期目標を達成するために
取るべき措置
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地方独立行政法人東京都立産業技術研究センター　　年度評価 　　項目別評定総括表

R3
年度

R4
年度

R5
年度

R6
年度

R7
年度

見込
評価

期間実績
評価

技術相談 1 Ｂ Ｂ 13ページ

依頼試験、機器利用 2 Ａ Ａ 14ページ

オーダーメード型技術支援 3 Ａ Ｂ 16ページ

基盤研究 4 Ｓ Ｂ 17ページ

共同研究 5 Ａ Ａ 18ページ

外部資金導入研究・調査 6 Ａ Ｓ 19ページ

知的財産 7 Ａ Ａ 20ページ

新産業創出支援 8 Ａ Ａ 21ページ

社会的課題解決支援 9 Ｓ Ｓ 22ページ

オープンイノベーション 10 Ｂ Ｂ 23ページ

製品開発支援ラボ等 11 Ａ Ａ 24ページ

海外展開 12 Ｂ Ａ 25ページ

支所における支援 13 Ｂ Ｂ 26ページ

食品産業への支援 14 Ｂ Ｂ 27ページ

産業人材の育成 15 Ｂ Ａ 28ページ

情報発信の推進 16 Ａ Ａ 29ページ

組織体制及び運営、
効率化、経費節減

17 Ｂ Ａ 30ページ

資産の適正な管理運用等 18 Ｂ Ｂ 32ページ

危機管理対策、社会的責任 19 Ｂ Ｂ 33ページ

内部統制・コンプライアンス 20 Ｂ Ｂ 35ページ

中期目標
期間評価

Ⅱ 業務運営の改善及び効率化に関する目標を達成するためとるべき措置

Ⅱ～Ⅷ その他業務運営に関する事項等

年度評価

評定説明 備考

Ⅰ　住民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するためとるべき措置

項目
番号

中期目標を達成するために
取るべき措置

項目 １（技術相談） 

Ⅰ 住民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するためと

るべき措置 

１ 中小企業の技術的課題の解決や事業化を見据えた総合的支援 

１－１ 技術相談 

①ものづくりに関連するサービス産業などの技術分野の相談について積極的に対応す

る。また、支援内容のデータベース化などデジタル技術を活用した効率的な相談業務

を検討する。  

②コロナ禍での環境変化を踏まえ、利用者の利便性向上のため、技術相談のデジタル化

を推進する。ウェブ相談やメール相談を充実する。 

③企業の利用情報を継続的に管理し、支援業務に活用する。 

④総合支援窓口において、複数技術分野にまたがる相談への一括対応、料金収納及び報

告書の発行など、サービス機能の総合化を継続する。 

 

評 価 Ｂ（年度計画を概ね順調に実施している） 

■ 技術相談を着実に実施しており、利用者アンケートに基づくアウトカム調査

においても、相談目的の達成度に対する満足度が高い水準を維持している。 

 

■ 利用者の利便性向上に向け、デジタル技術を活用した新たな取組も実施して

いる。 

 

⇒ 引き続き、技術相談情報のデータベース化を進めるとともに、今後、他の支

援業務等へのデータ活用を推進していくことが望まれる。 
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項目 ２（依頼試験、機器利用） 

Ⅰ 住民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するためと

るべき措置 

１ 中小企業の技術的課題の解決や事業化を見据えた総合的支援 

１－２ 依頼試験 

①製品などの品質・性能の評価や事故原因究明等、中小企業の生産活動に伴う技術課題 

の解決を目的として、依頼試験を実施する。 

②都産技研の特徴的な技術分野において、一層高品質なサービスを実施する。また、試 

験所認定を伴う業務を継続実施する。 

③中小企業ニーズに基づき公的試験研究機関としての信頼の維持向上を図るため、機器 

の保守・更新、校正管理を適切に行う。 

④依頼試験手続きに係る文書等の電子化を進める。 

⑤東京都との「放射性物質等による災害時等対応に関する協定」に基づき、放射能測定 

試験を継続実施する。 

⑥原子力発電所の事故に伴い、工業製品の放射線量測定試験を実施する。 

 

１－３ 機器利用 

①中小企業では導入が困難な測定機器や分析機器を整備し、機器の操作方法のアドバイ 

スや測定データの説明などについて的確な指導・助言を行う。 

②高度な先端機器の機器利用ライセンス制度を継続する。 

③都産技研ウェブサイトを活用し、機器利用可能情報の提供を継続する。 

 

依頼試験及び機器利用の合計利用件数については、令和４年度中 25万件を目標とす

る。 
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項目 ２（依頼試験、機器利用） 

Ⅰ 住民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するためと

るべき措置 

１ 中小企業の技術的課題の解決や事業化を見据えた総合的支援 

１－２ 依頼試験 

①製品などの品質・性能の評価や事故原因究明等、中小企業の生産活動に伴う技術課題 

の解決を目的として、依頼試験を実施する。 

②都産技研の特徴的な技術分野において、一層高品質なサービスを実施する。また、試 

験所認定を伴う業務を継続実施する。 

③中小企業ニーズに基づき公的試験研究機関としての信頼の維持向上を図るため、機器 

の保守・更新、校正管理を適切に行う。 

④依頼試験手続きに係る文書等の電子化を進める。 

⑤東京都との「放射性物質等による災害時等対応に関する協定」に基づき、放射能測定 

試験を継続実施する。 

⑥原子力発電所の事故に伴い、工業製品の放射線量測定試験を実施する。 

 

１－３ 機器利用 

①中小企業では導入が困難な測定機器や分析機器を整備し、機器の操作方法のアドバイ 

スや測定データの説明などについて的確な指導・助言を行う。 

②高度な先端機器の機器利用ライセンス制度を継続する。 

③都産技研ウェブサイトを活用し、機器利用可能情報の提供を継続する。 

 

依頼試験及び機器利用の合計利用件数については、令和４年度中 25万件を目標とす

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

評 価 Ａ（年度計画を上回って実施している） 

■ 利用者のニーズに合わせた依頼試験を着実に実施している。 

 

■ 利用者が機器利用を申し込もうとする際にオンラインで予約可能なシステム

を一部で導入し、利便性向上を図っている。 

 

■ 年度計画目標 250,000 件を超える依頼試験、機器利用を達成し、アウトカム

調査でも高い満足度を維持している。 

 

依頼試験 平成 30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 

実績（件） 148,809 143,141 109,884 113,408 104,556 

 

機器利用 平成 30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 

実績（件） 157,541 140,901 103,411 131,623 148,001 

※令和４年度 依頼試験・機器利用の合計：252,557件 

 

⇒ 年度計画目標を超える依頼試験・機器利用実績を達成し、高い満足度を獲得

している点は評価できる。引き続き、利用者ニーズを捉えた取組を推進してい

くことを期待する。 
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項目３（オーダーメード型技術支援） 

Ⅰ 住民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するためと

るべき措置 

１ 中小企業の技術的課題の解決や事業化を見据えた総合的支援 

１－４ オーダーメード型技術支援 

令和３年に策定した「技術支援戦略」に基づき、試作や評価、人材育成など適宜組み合

わせて提案するオーダーメード型技術支援により、中小企業の製品開発の段階に応じた

きめ細かい支援を実施する。 

オーダーメード型技術支援を利用して製品化又は事業化に至った件数については、 

令和４年度中 25件を目標とする。 

 

 

 

  

評 価 Ｂ（年度計画を概ね順調に実施している） 

■ オーダーメード型技術支援実績が堅調に推移するなど、利用者ニーズに合わ

せた技術支援を着実に実施している。 

 

■ オーダーメード型技術支援による目的達成度に関するアウトカム調査におい

て、利用者からの高い満足度を維持している。 

 

⇒ 今後とも、中小企業の製品化・事業化につながる効果的な支援の実施が望ま

れる。 
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項目３（オーダーメード型技術支援） 

Ⅰ 住民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するためと

るべき措置 

１ 中小企業の技術的課題の解決や事業化を見据えた総合的支援 

１－４ オーダーメード型技術支援 

令和３年に策定した「技術支援戦略」に基づき、試作や評価、人材育成など適宜組み合

わせて提案するオーダーメード型技術支援により、中小企業の製品開発の段階に応じた

きめ細かい支援を実施する。 

オーダーメード型技術支援を利用して製品化又は事業化に至った件数については、 

令和４年度中 25件を目標とする。 

 

 

 

  

評 価 Ｂ（年度計画を概ね順調に実施している） 

■ オーダーメード型技術支援実績が堅調に推移するなど、利用者ニーズに合わ

せた技術支援を着実に実施している。 

 

■ オーダーメード型技術支援による目的達成度に関するアウトカム調査におい

て、利用者からの高い満足度を維持している。 

 

⇒ 今後とも、中小企業の製品化・事業化につながる効果的な支援の実施が望ま

れる。 

 

項目４（基盤研究） 

Ⅰ 住民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するためと

るべき措置 

１ 中小企業の技術的課題の解決や事業化を見据えた総合的支援 

１－５ 基盤研究 

①第四期研究開発戦略に基づき、重点的に取り組む研究テーマを設定して着実に実施す

る。 

②多くの中小企業が抱える課題への対応に必要な研究、市場の拡大が見込まれる分野、

及び社会的課題解決に資する分野の研究を基盤研究として取り組む。 

③分野を横断・融合するような技術課題に対して、各研究部門で協力し、重点的に取り

組む。 

④基盤研究によって得られた研究成果を、製品化・事業化及び支援事業、共同研究、外

部資金導入研究へと発展させる。 

 

基盤研究の成果を基に、支援事業に発展した件数、共同研究に発展した件数、外部

資金導入研究に採択された件数を合わせて、令和４年度中 27件を目標とする。 

 

 

 

 

 

評 価 Ｂ（年度計画を概ね順調に実施している） 

■ 基盤研究について、研究テーマを「東京の産業を牽引する研究」、「創出する

研究」、「支える研究」に分類して目指す方向性を明確にし、着実に実施した。 

 

■ 基盤研究を中心に、各研究から得られた成果の学会発表等を推進し、研究成

果の普及活動を積極的に実施した。 

 

⇒ 引き続き、基盤研究を着実に実施するとともに、得られた研究成果を支援事

業や共同研究・外部資金導入研究へと一層発展させていくことが望まれる。 
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項目５（共同研究） 

Ⅰ 住民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するためと

るべき措置 

１ 中小企業の技術的課題の解決や事業化を見据えた総合的支援 

１－６ 共同研究 

①基盤研究で得られた研究成果や中小企業や大学などのアイデアや技術シーズを効率

的かつ効果的に製品化・事業化へつなげていくため、積極的に共同研究を実施する。 

②共同研究終了後も、製品化・事業化などの状況を把握し、支援事業でサポートするな

ど、フォローアップを充実させる。 

③製品化・事業化に向けた取り組みを強化するため、共同研究のフレキシビリティを向

上させる。 

 

評 価 Ａ（年度計画を上回って実施している） 

■ 中小企業等との共同研究による製品化・事業化件数は、中期計画目標達成に

向けて着実に実績を上げている。 

  

製品化・事業化件数

（件） 

中期計画目標 令和３年度 令和４年度 

70 14 15 

 

■ 技術的に困難であったさまざまな成分が混合した複合臭に関する評価方法を

確立し、防臭・消臭効果が期待される製品の開発に寄与した。 

 

⇒ 製品化・事業化に積極的に取り組んでいる点は評価できる。今後も、都産技

研に求められているニーズを的確に把握し、中小企業の製品化・事業化を後押

ししていくことを期待する。 
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項目５（共同研究） 

Ⅰ 住民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するためと

るべき措置 

１ 中小企業の技術的課題の解決や事業化を見据えた総合的支援 

１－６ 共同研究 

①基盤研究で得られた研究成果や中小企業や大学などのアイデアや技術シーズを効率

的かつ効果的に製品化・事業化へつなげていくため、積極的に共同研究を実施する。 

②共同研究終了後も、製品化・事業化などの状況を把握し、支援事業でサポートするな

ど、フォローアップを充実させる。 

③製品化・事業化に向けた取り組みを強化するため、共同研究のフレキシビリティを向

上させる。 

 

評 価 Ａ（年度計画を上回って実施している） 

■ 中小企業等との共同研究による製品化・事業化件数は、中期計画目標達成に

向けて着実に実績を上げている。 

  

製品化・事業化件数

（件） 

中期計画目標 令和３年度 令和４年度 

70 14 15 

 

■ 技術的に困難であったさまざまな成分が混合した複合臭に関する評価方法を

確立し、防臭・消臭効果が期待される製品の開発に寄与した。 

 

⇒ 製品化・事業化に積極的に取り組んでいる点は評価できる。今後も、都産技

研に求められているニーズを的確に把握し、中小企業の製品化・事業化を後押

ししていくことを期待する。 

 

 

  

項目６（外部資金導入研究・調査） 

Ⅰ 住民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するためと

るべき措置 

１ 中小企業の技術的課題の解決や事業化を見据えた総合的支援 

１－７ 外部資金導入研究・調査 

①技術開発の要素が大きい経済産業省の提案公募型事業や科学研究費助成事業などへ

積極的に応募し、採択を目指す。 

②新領域や萌芽的研究、あるいは未利用外部資金の調査を行い、申請可能なものを抽出

して、積極的に応募する。 

 

評 価 Ｓ（年度計画を大幅に上回って実施している） 

■ 外部資金導入研究の新規採択件数は、中期計画目標達成に向けて堅調に推移

しており、歳入総額も、第二期中期計画（平成 23 年度～平成 27 年度）以降最

高額を獲得した。 

 

 

 

■ 提案公募型研究費の獲得に向けた申請書のブラッシュアップ等の取組を強化

し、経済産業省の成長型中小企業等研究開発支援事業の「出資獲得枠」（全国３

件採択）に採択されるなど、顕著な成果を上げた。 

 

⇒ 外部資金導入研究全体で高水準の採択件数及び獲得金額を達成していること

や、研究員への研修や指導等の取組の強化が、獲得困難な外部資金の採択につ

ながったことは、大いに評価できる。 

 

外部資金導入研究の採択件数 

（件） 

中期計画目標 令和３年度 令和４年度 

140 30 36 
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項目７（知的財産） 

Ⅰ 住民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するためと

るべき措置 

１ 中小企業の技術的課題の解決や事業化を見据えた総合的支援 

１－８ 知的財産の取得と活用 

①基盤研究や共同研究等の成果を精査し、知的財産権として出願するとともに、適切に

管理する。 

②外部への積極的 PR等により、知的財産権の実施許諾を推進する。 

 

評 価 Ａ（年度計画を上回って実施している） 

■ 知的財産出願を行う職務発明の精査や保有知的財産権の見直しを適宜行い、

知財経営を適切に進めている。 

 

■ 保有知的財産権の実施許諾件数は、高水準を維持しており、中期計画目標達

成に向けて堅実な成果を上げている。 

 

知的財産権の実施許諾件数 

（件） 

中期計画目標 令和３年度 令和４年度 

35 17 12 

 

⇒ 実施許諾件数が高水準であることは評価できる。 

引き続き、有用な知的財産の出願・活用を進めていくとともに、企業への 

実施許諾を促進されたい。 
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項目７（知的財産） 

Ⅰ 住民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するためと

るべき措置 

１ 中小企業の技術的課題の解決や事業化を見据えた総合的支援 

１－８ 知的財産の取得と活用 

①基盤研究や共同研究等の成果を精査し、知的財産権として出願するとともに、適切に

管理する。 

②外部への積極的 PR等により、知的財産権の実施許諾を推進する。 

 

評 価 Ａ（年度計画を上回って実施している） 

■ 知的財産出願を行う職務発明の精査や保有知的財産権の見直しを適宜行い、

知財経営を適切に進めている。 

 

■ 保有知的財産権の実施許諾件数は、高水準を維持しており、中期計画目標達

成に向けて堅実な成果を上げている。 

 

知的財産権の実施許諾件数 

（件） 

中期計画目標 令和３年度 令和４年度 

35 17 12 

 

⇒ 実施許諾件数が高水準であることは評価できる。 

引き続き、有用な知的財産の出願・活用を進めていくとともに、企業への 

実施許諾を促進されたい。 

 

 

  

項目８（新産業創出支援） 

Ⅰ 住民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するためと

るべき措置 

２ 産業の発展と都民生活の向上を目指したプロジェクト型支援 

２－１ 新産業創出支援  

①「ＤＸ推進センター」において、中小企業のデジタルトランスフォーメーションに対

する取り組み状況を踏まえ、普及啓発や中小企業や大学などとの共同研究を通じ、 

ＩｏＴ、ロボット技術などの社会実装を促進する。 

②中小企業の航空機産業への参入を技術的に支援するため、「航空機産業支援室」にお

いて、試作部品の技術検証の支援や、航空機に使用される国際規格に準拠した試験を

実施する。 

③ものづくりベンチャーを育成するため、導入した機器を活用し、技術面から支援する。 
 

評 価 Ａ（年度計画を上回って実施している） 

■ 中小企業の５Ｇ・ＩｏＴ・ロボット普及促進事業では、ローカル５Ｇに対応

した警備ロボットや基地局の開発など、中小企業の製品化・事業化に向けた支

援を着実に実施している。 

 

■ 航空機産業参入への支援事業では、多くの依頼試験に対応し、中小企業のニ

ーズを捉えた支援を実施している。 

 

■ ものづくりベンチャーに対し、試作・技術支援、投資家視点のコンテスト及

び製品化支援を行う新規事業を開始し、52件の応募に対し、８件を製品化支援

対象として採択した。 

 

⇒ 今後とも、成長が期待される分野におけるスタートアップを含む中小企業等

の新技術及び新製品の開発に向けて、積極的に支援していくことを期待する。 

 

 

 

 

 

 

- 21 -



項目９（社会的課題解決支援） 

Ⅰ 住民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するためと

るべき措置 

２ 産業の発展と都民生活の向上を目指したプロジェクト型支援 

２－２ 社会的課題解決支援 

①バイオ基盤技術を活用し、「ヘルスケア産業支援室」を拠点とした中小企業の化粧品・

食品などの製品開発を支援する。 

②フードテックによる中小企業の製品開発を支援するための施設整備とともに、基盤研

究や技術相談を行う。 

③障害者スポーツに関する製品開発を継続する。 

④デジタルトランスフォーメーションに対する中小企業の取り組み状況を踏まえた非

対面・非接触に関する技術開発を継続する。 

 

評 価 Ｓ（年度計画を大幅に上回って実施している） 

■ ヘルスケア産業の支援拠点として、液状試料の微細構造を観察できる試験設

備の導入等により支援体制を強化するとともに、機器利用が前年度実績を大き

く上回るなど、中小企業の製品開発等に寄与している。 

 

■ 障害者スポーツ用具開発で得られた知見を活用し、一般向け日常用マグネシ

ウム合金製車いすなど、一般障害者向け製品の開発支援を実施している。 

 

⇒ ヘルスケア分野における中小企業の製品開発等に貢献しているほか、東京

2020オリンピック・パラリンピック競技大会のレガシーとして、障害者スポー

ツ用具開発で得られた知見を一般障害者向けの製品開発に展開するなど、社会

課題の解決に貢献する研究開発を進めている点は大いに評価できる。 

 

 

  

- 22 -



項目９（社会的課題解決支援） 

Ⅰ 住民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するためと

るべき措置 

２ 産業の発展と都民生活の向上を目指したプロジェクト型支援 

２－２ 社会的課題解決支援 

①バイオ基盤技術を活用し、「ヘルスケア産業支援室」を拠点とした中小企業の化粧品・

食品などの製品開発を支援する。 

②フードテックによる中小企業の製品開発を支援するための施設整備とともに、基盤研

究や技術相談を行う。 

③障害者スポーツに関する製品開発を継続する。 

④デジタルトランスフォーメーションに対する中小企業の取り組み状況を踏まえた非

対面・非接触に関する技術開発を継続する。 

 

評 価 Ｓ（年度計画を大幅に上回って実施している） 

■ ヘルスケア産業の支援拠点として、液状試料の微細構造を観察できる試験設

備の導入等により支援体制を強化するとともに、機器利用が前年度実績を大き

く上回るなど、中小企業の製品開発等に寄与している。 

 

■ 障害者スポーツ用具開発で得られた知見を活用し、一般向け日常用マグネシ

ウム合金製車いすなど、一般障害者向け製品の開発支援を実施している。 

 

⇒ ヘルスケア分野における中小企業の製品開発等に貢献しているほか、東京

2020オリンピック・パラリンピック競技大会のレガシーとして、障害者スポー

ツ用具開発で得られた知見を一般障害者向けの製品開発に展開するなど、社会

課題の解決に貢献する研究開発を進めている点は大いに評価できる。 

 

 

  

項目１０（オープンイノベーション） 

Ⅰ 住民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するためと

るべき措置 

３ 中小企業等の新事業展開支援 

３－１ 多様な連携によるオープンイノベーション等の促進 

①金融機関など他の支援機関や、豊富な技術シーズを有する大学や研究機関と協力し

て、中小企業のオープンイノベーションにつながる交流の場や機会を提供する。 

②中小企業間連携による継続的な交流活動を通じて、技術的課題の解決や新製品・新技

術開発を促進する。 

③東京都をはじめとする自治体、中小企業支援機関などが実施する中小企業などへの助

成や表彰などのための技術審査に積極的に協力する。 

④他の公設試験研究機関や大学などと緊密な連携を図り、相互に補完して中小企業への

技術支援の充実を図る。 

 

評 価 Ｂ（年度計画を概ね順調に実施している） 

■ ビジネスマッチング会を主催し、企業間の連携・共創・協業に向け、出展企

業 20社によるピッチを新たに実施して来場者とのマッチングにつなげるなど、

オープンイノベーションの機会を創出した。 

 

■ 異業種交流会の開催数・参加者数は前年度を上回るとともに、継続的な交流

活動を通じて、新製品・新技術開発や合同会社の設立など、中小企業間連携の

成果につなげている。 

 

■ 中小企業支援機関などが実施する技術審査への協力を着実に実施している。 

 

⇒ 引き続き、多様な機関と連携し、中小企業のオープンイノベーションを促進

する取組が望まれる。 
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項目１１（製品開発支援ラボ等） 

Ⅰ 住民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するためと

るべき措置 

３ 中小企業等の新事業展開支援 

３－２ 都産技研の資源やネットワークを活用した支援 

①新製品・新技術開発や、起業・第二創業を目指す中小企業に対して、都産技研の資源

が活用できる本部と多摩テクノプラザの製品開発支援ラボの利用を促進する。 

②製品開発支援ラボの入居企業のきめ細かなニーズの把握と都産技研がコラボレーシ

ョンする場を積極的に提供することにより、製品化・事業化を支援する。 

③都のスタートアップ支援事業や起業支援機関との連携により、スタートアップ企業の

製品化・事業化を支援する。 

 

評 価  Ａ（年度計画を上回って実施している） 

■ 都産技研本部及び多摩テクノプラザの製品開発支援ラボ入居率は 100％と、

高い入居率を維持している。また、ラボに入居するスタートアップ企業等によ

る都産技研支援事業の利用実績についても前年度を上回っている。 

 

■ ４年連続でラボ入居者の 10 件以上の製品化・事業化、５年連続で 15 億円以

上の売上を達成するなど、高い水準の成果につながる支援を継続している。 

 

⇒ 製品開発支援ラボが十分に活用されている点や、都産技研の支援によってラ

ボ入居者の製品化・事業化件数や売上が、高水準となっている点は評価できる。

引き続き、新製品・新技術開発や起業・第二創業を目指す中小企業・スタート

アップ企業に対して、都産技研の資源の活用や多様な機関との連携により、製

品化・事業化を支援していくことを期待する。 
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項目１１（製品開発支援ラボ等） 

Ⅰ 住民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するためと

るべき措置 

３ 中小企業等の新事業展開支援 

３－２ 都産技研の資源やネットワークを活用した支援 

①新製品・新技術開発や、起業・第二創業を目指す中小企業に対して、都産技研の資源

が活用できる本部と多摩テクノプラザの製品開発支援ラボの利用を促進する。 

②製品開発支援ラボの入居企業のきめ細かなニーズの把握と都産技研がコラボレーシ

ョンする場を積極的に提供することにより、製品化・事業化を支援する。 

③都のスタートアップ支援事業や起業支援機関との連携により、スタートアップ企業の

製品化・事業化を支援する。 

 

評 価  Ａ（年度計画を上回って実施している） 

■ 都産技研本部及び多摩テクノプラザの製品開発支援ラボ入居率は 100％と、

高い入居率を維持している。また、ラボに入居するスタートアップ企業等によ

る都産技研支援事業の利用実績についても前年度を上回っている。 

 

■ ４年連続でラボ入居者の 10 件以上の製品化・事業化、５年連続で 15 億円以

上の売上を達成するなど、高い水準の成果につながる支援を継続している。 

 

⇒ 製品開発支援ラボが十分に活用されている点や、都産技研の支援によってラ

ボ入居者の製品化・事業化件数や売上が、高水準となっている点は評価できる。

引き続き、新製品・新技術開発や起業・第二創業を目指す中小企業・スタート

アップ企業に対して、都産技研の資源の活用や多様な機関との連携により、製

品化・事業化を支援していくことを期待する。 

 

 

  

項目１２（海外展開） 

Ⅰ 住民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するためと

るべき措置 

３ 中小企業等の新事業展開支援 

３－３ 海外展開の促進 

①中小企業が製品輸出や海外進出を行う際に必要な海外の法規制や国際規格への適合

性などの相談やセミナーを開催する。 

②中小企業の海外展開等に必要となる国際規格適合性の技術支援などにより、中小企業

の海外展開支援を実施する。 

③海外支援拠点であるバンコク支所と本部などでオンラインを活用し、海外進出した企

業のニーズに合わせ、セミナーによる情報提供や相談対応などの技術支援を実施する。 

 

中小企業の海外展開に寄与した件数については、令和４年度中 24件を目標とする。 
 

評 価  Ａ（年度計画を上回って実施している） 

■ 中小企業の海外展開に寄与した件数は 53件となり、年度計画を大幅に上回っ

ている。 

 

 

 

 

■ ＥＵ法に関するセミナーを新たに開催したほか、海外法規制に関する解説テ

キストを刷新するなど、利用者ニーズに応じた効果的な支援を実施している。 

 
■ 中小企業の製品輸出に係る法規制の最新情報及び解説等、ウェブサイトの内

容を拡充し、中小企業のニーズを捉えた情報提供を実施している。 
 

⇒ 中小企業が海外展開等を行う際に必要な海外の法規制・国際規格への適合性

などに関する情報提供・技術相談を一層充実させ、中小企業の海外展開支援を

推進していくことを期待する。 

 

海外展開に寄与した

件数 

年度計画 令和４年度実績 

24 53 
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項目１３（支所における支援） 

Ⅰ 住民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するためと

るべき措置 

４ 地域や支所の特色を活かした支援 

４－１ 支所における支援 

①各地域の産業の変化などを踏まえた支援を強化する。 

②多摩テクノプラザにおいて、複合素材開発サイトでは繊維強化複合材料などの開発支

援を、ＥＭＣサイトでは車載電子機器や小型モビリティなどの安全性・信頼性評価や

ゼロエミッション推進に向けた、関連企業・団体との連携・情報共有、人材育成により

開発支援の充実を図る。 

③城東支所では、デザインスタジオ、ものづくりスタジオによる地域企業のものづくり

支援を強化する 

④墨田支所では、生活技術開発サイトによる快適性・安全性評価に基づいた生活関連製

品の開発支援を図る。 

⑤城南支所では、先端計測加工ラボによる地域企業の高品質高付加価値製品の開発支援

を図る。 
 

評 価 Ｂ（年度計画を概ね順調に実施している） 

■ 多摩テクノプラザにおいてモビリティ産業を支援する実験装置等を整備し、

ＺＥＶや小型モビリティの電気安全性・信頼性評価等の技術支援を開始した。 

 

■ 支所の機能強化を図りながら、各地域に応じた技術的支援を着実に実施し、

地域の産業特性に応じた個性ある製品開発に貢献している。 

 

■ 支所の所在地域における関連企業・団体等と連携しながら、中小企業の製品

開発や技術的課題の解決につなげている。 

 

⇒ 各地域の特性に合わせた技術支援を実施し、多くの製品化につなげている点

は評価できる。今後も、地域における関連機関とも連携しながら、支援の充実

を図っていくことが望まれる。 
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は評価できる。今後も、地域における関連機関とも連携しながら、支援の充実
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項目１４（食品産業への支援） 

Ⅰ 住民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するためと

るべき措置 

４ 地域や支所の特色を活かした支援 

４－２ 食品産業への支援 

①食品技術センターとの統合による相乗効果を発揮し、フードテックなど食品産業に関

わる先端技術等を活用し研究開発や支援業務の円滑な実施に努める。 

②食の地産地消等の推進において、都の農林水産業振興部門と連携を図り、地域の特色

を活かした商品開発を支援する。 

 

評 価 Ｂ（年度計画を概ね順調に実施している） 

■ 工業技術を活用した食品の開発や、食品産業へ参入を希望する製造業への支

援など、都産技研が有する工業技術と食品技術センターの有する食品技術との

相乗効果を発揮した研究開発や技術支援を行っている。 

 

■ 未利用の地域資源を食品に活用するなど、地域産業の活性化や持続可能な社

会の実現に資する取組を実施している。 

 

⇒ 今後、食品技術センターが都産技研と統合したことによる相乗効果をより一

層高めるとともに、他機関との連携を強化することで、フードテック等の先端

技術を活用した研究開発や、中小企業の新技術・新製品開発への支援を推進し

ていくことが望まれる。 
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項目１５（産業人材の育成） 

Ⅰ 住民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するためと

るべき措置 

５ 東京の産業を支える産業人材の育成 

５－１ 中小企業の中核人材の育成 

①様々な技術分野の最新動向などに関するセミナーや都産技研が有する技術・設備を活

用した実践に役立つ講習会を開催し、中小企業の中核を担う人材の育成を行う。 

②ライブ配信又はオンデマンド配信などデジタル化によるセミナーを開催するなど、

様々な形式による研修の機会を提供する。 

 

５－２ 次世代を担う人材の育成 

大学、高等専門学校等から研修学生などを受け入れ、都産技研が有する技術や高度な

設備などを活用した研究開発の機会を提供する。 

 

評 価 Ａ（年度計画を上回って実施している） 

■ オンデマンド配信に向けた環境整備を行い、技術セミナー等の配信を大幅に

充実させるとともに、視聴解析ツールを導入し、配信内容の充実につなげた。 

 

■ オンデマンド配信やハイブリッド開催の充実など受講者の利便性向上を図る

ことで、受講者満足度は、引き続き高水準を維持している。また、技術セミナ

ー等の改善に向けて、受講者アンケートの見直しや講師へのフィードバックの

強化を行った。 

 

■ 都産技研職員の大学や団体等への講師派遣や、都産技研への研修学生の受け

入れなどを積極的に行い、産業人材の育成を図っている。 

 

⇒ 今後ともデジタル技術を活用した効果的な技術セミナー等を実施するととも

に、内容の充実、受講者満足度の向上、受講者の拡大に向けた取組を期待する。 
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ー等の改善に向けて、受講者アンケートの見直しや講師へのフィードバックの

強化を行った。 

 

■ 都産技研職員の大学や団体等への講師派遣や、都産技研への研修学生の受け

入れなどを積極的に行い、産業人材の育成を図っている。 

 

⇒ 今後ともデジタル技術を活用した効果的な技術セミナー等を実施するととも

に、内容の充実、受講者満足度の向上、受講者の拡大に向けた取組を期待する。 

 

 

項目１６（情報発信の推進） 

Ⅰ 住民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するためと

るべき措置 

６ 情報発信の推進 

①令和３年度に策定した「広報戦略」を踏まえ、ウェブサイト、広報誌、ニュース配信

等により研究開発成果や保有する技術情報を分かりやすく伝えるよう、内容の充実に

努める。紙媒体による広報誌のデジタル化を進め、迅速かつ幅広い技術情報の提供を

実施する。 

②オンラインによる研究発表会やイベントへの出展を通じ、都産技研の研究成果や事業

の普及を行う。 

③動画共有サイト、ＳＮＳ等を活用し、積極的な情報発信を行う。また、プレス発表を

強化し、メディアからの個別取材にも対応するなど、研究や支援事業成果を積極的に

発信する。 

 

評 価 Ａ（年度計画を上回って実施している） 

■ オンラインによる研究発表会等の実施率、広報誌等の紙媒体のデジタル化率

ともに、昨年度に引き続き中期計画目標を達成した。 

 

 

 

 

 

 

 

■ バーチャル見学ページの開設など利用者の利便性向上につながる取組を新た

に実施している。 

 

■ 展示会にも積極的に出展し、都産技研の認知度向上、技術・成果の普及に努

めている。 

 

⇒ 引き続き、都産技研の認知度向上や、利用促進につながるよう積極的にＰＲ

を推進していくことを期待する。 

 

オンラインによる研究発

表会等の実施率（％） 

中期計画目標 令和４年度 

50 69 

広報誌等の紙媒体の 

デジタル化率（％） 

中期計画目標 令和４年度 

80 86 
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項目１７（組織体制及び運営、効率化、経費節減） 

Ⅱ 業務運営の改善及び効率化に関する目標を達成するためとるべき措置 

１ 組織体制及び運営 

１－１ 機動性の高い組織体制の確保 

①事業動向等を踏まえ組織体制の検証を不断に実施し、各事業の効率的な執行体制を確

保する。 

②既存組織体制にとらわれず、適時プロジェクトチームを設置するなど、ニーズに柔軟

に対応する。 

 

１－２ 適正な組織運営 

①事業別のセグメント管理、業務時間分析等を活用し、各事業において投入した経営資

源と事業効果を検証する。 

②中小企業に対して高品質な技術支援サービスを安定かつ継続的に提供できる組織運

営を継続する。 

③法令等を遵守しつつ業務を行い、都産技研のミッションを的確に果たすため、内部統

制を推進し、適正な組織運営を行う。 

 

１－３ 職員の確保・育成 

①コロナ禍の影響で産業構造に大きな転換が生じており、将来必要となる技術開発や中

小企業が抱える課題にも変化が現れてきている。これらを解決する研究開発の強化に

向け、専門性の高い優秀な研究職員を計画的に採用する。 

②機動的で柔軟な組織運営に向け、重要な役割を担う事務職員を計画的に確保する。 

③技術支援力の向上とともに、デジタルトランスフォーメーションの推進をはじめ、多

様化する中小企業支援ニーズに対応できる職員の育成に向け、人材育成計画に基づき

効果的な研修を計画的・体系的に実施する。 

 

１－４ ライフ・ワーク・バランスの推進 

①多様・柔軟な勤務形態の設定や休暇等の取得促進、テレワークの活用やフレキシブル

な人員配置などにより、効率的な業務遂行を推進する。 

②組織全体として超過勤務の縮減に努めるとともに、職員の心身の健康維持と業務の効

率性向上の両立を図る。 

 

１－５ デジタルトランスフォーメーションの推進 

①効率的運営を図るため、業務のデジタル化を推進し、各システムの再構築を行う。ま

たテレワークなどを拡大するため、適切な IT ツールを導入する。 

②利用者へのサービス向上にむけ、受付業務や機器利用予約のデジタル化に取り組む。 

③各種支援内容のデータベース化など、デジタル技術による支援業務実績の整理と活用

を検討する。 
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１－４ ライフ・ワーク・バランスの推進 
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２ 業務運営の効率化と経費節減 

２－１ 業務改革の推進 

①お客様へのサービスの向上、業務の効率化、経費の削減等を目的として業務改革を推

進し、高い経営品質の実現や利用者満足度の向上を目指す。 

②コンビニ払いなどによるキャッシュレス化の推進、電子入札、テレワークやオンライ

ン会議の実施、会議のペーパーレス化の徹底、各種業務システムの活用などにより業

務のデジタル化を促進する。さらに、外部機関や専門家の活用も含め業務のアウトソ

ーシングを進める。 

 

都産技研内部の会議及び委員会のペーパーレスでの開催率については、令和４年度 

7 5パーセント以上とすることを目標とする。 

 

２－２ 財政運営の効率化 

標準運営費交付金（効率化が困難な経費を除く。）を充当して行う業務については、産

業構造の大きな転換やこれらに伴う中小企業ニーズの変化に基づく業務の見直し、自

己収入の増加、事務処理の効率性の向上を図る。 

 

 

 

評 価 Ａ（年度計画を上回って実施している） 

■ 効率的な執行体制確保に向けた組織再編や複線型人事制度の構築、社会の新

たな潮流に対応するプロジェクトチームの設置などを行った。 

 

■ 業務のデジタル化を推進し、職員研修におけるデジタル化実施率及び会議等

のペーパーレスでの開催率について、中期計画目標を達成した。 

 

 

 

 

 

 

 

⇒ 組織の効率的な執行体制確保と社会の新たな潮流への対応のため、組織体制

及び人事制度改革に着手し迅速に実行した点や、業務のデジタル化が中期計画

目標を上回っている点は評価できる。 

 

職員研修におけるデジタル化

実施率（％） 

中期計画目標 令和４年度 

60 83 

会議等のペーパーレスでの 

開催率（％） 

中期計画目標 令和４年度 

80 82 
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項目１８（資産の適正な管理運用等） 

Ⅱ 業務運営の改善及び効率化に関する目標を達成するためとるべき措置 

３ 財務内容の改善に関する事項 

３－１ 資産の適正な管理運用 

①安全かつ効率的な資金運用管理を推進するとともに、債権管理を適切に行う。 

②建物、施設については、計画的な維持管理を行うとともに、設備機器については校正・

保守・点検を的確に行うことにより国内規格や国際規格に適合する測定などが確実に

実施できるよう管理運用する。これらの利用率が低い場合は、適切な有効活用を図る。 

Ⅲ 予算（人件費の見積りを含む。）、収支計画及び資金計画  

Ⅳ 短期借入金の限度額 

Ⅴ 出資等に係る不要財産又は出資等に係る不要財産となることが見込まれる財産がある場

合には、当該財産の処分に関する計画 

Ⅵ 重要な財産を譲渡し、又は担保に供しようとするときは、その計画 

Ⅶ 剰余金及び積立金の使途 

１ 剰余金の使途 

決算において剰余金が発生した場合、新しい事業の開始、中小企業支援の充実、研究開

発の質の向上、法人の円滑な業務運営の確保又は施設・設備の整備及び改善に充てる。 

 

２ 積立金の使途 

前期中期目標期間の最終年度において、地方独立行政法人法第 4 0条第 1項又は第 2項

の処理を行ってなお積立金があるときは、その額に相当する金額のうち設立団体の長の

承認を受けた金額について、中期計画の剰余金の使途に規定されている、中小企業支援

の充実、研究開発の質の向上、法人の円滑な業務運営の確保又は施設・設備の整備及び

改善に充てる。 

Ⅷ その他業務運営に関する事項 

１ 施設・設備の整備と活用 

①業務の確実な実施と機能向上のための施設・設備の整備を計画的に実施する。 

②実施に当たっては、必要な財源を適切に確保し、総合的・長期的観点に立った整備・

更新を行う。 

評 価 Ｂ（年度計画を概ね順調に実施している） 

■ コロナ禍による減収、電力価格の上昇、物価高騰に対応するため、都産技研

内の予算執行状況を的確に把握し、効率的・計画的な予算執行に努めた。 

 

■ 施設・設備の整備や修繕工事を計画的に実施している。 

 

⇒ 引き続き、社会・経済情勢の変化を適切に捉えながら、適正かつ柔軟な対応

を行い、適切な資産管理・資産運用を実施されたい。 
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項目１８（資産の適正な管理運用等） 
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３ 財務内容の改善に関する事項 

３－１ 資産の適正な管理運用 

①安全かつ効率的な資金運用管理を推進するとともに、債権管理を適切に行う。 

②建物、施設については、計画的な維持管理を行うとともに、設備機器については校正・
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決算において剰余金が発生した場合、新しい事業の開始、中小企業支援の充実、研究開

発の質の向上、法人の円滑な業務運営の確保又は施設・設備の整備及び改善に充てる。 

 

２ 積立金の使途 

前期中期目標期間の最終年度において、地方独立行政法人法第 4 0条第 1項又は第 2項

の処理を行ってなお積立金があるときは、その額に相当する金額のうち設立団体の長の

承認を受けた金額について、中期計画の剰余金の使途に規定されている、中小企業支援

の充実、研究開発の質の向上、法人の円滑な業務運営の確保又は施設・設備の整備及び

改善に充てる。 

Ⅷ その他業務運営に関する事項 

１ 施設・設備の整備と活用 

①業務の確実な実施と機能向上のための施設・設備の整備を計画的に実施する。 

②実施に当たっては、必要な財源を適切に確保し、総合的・長期的観点に立った整備・

更新を行う。 

評 価 Ｂ（年度計画を概ね順調に実施している） 

■ コロナ禍による減収、電力価格の上昇、物価高騰に対応するため、都産技研

内の予算執行状況を的確に把握し、効率的・計画的な予算執行に努めた。 

 

■ 施設・設備の整備や修繕工事を計画的に実施している。 

 

⇒ 引き続き、社会・経済情勢の変化を適切に捉えながら、適正かつ柔軟な対応

を行い、適切な資産管理・資産運用を実施されたい。 

項目１９（危機管理対策、社会的責任） 

Ⅷ その他業務運営に関する事項 

２ 危機管理対策の推進 

「リスクマネジメントに関する基本方針」に基づき、危機管理体制の整備を継続する。 

①個人情報や企業情報、また製品開発等の職務上知り得た秘密については、適正な取扱

いと確実な漏洩防止に向け、全職員を対象に研修を実施する。 

情報セキュリティ事故を未然に防止するため、職員への適切な情報提供や研修の実施

に加え、システムやソフトウェアの適宜更新など、ヒューマンエラーによるリスクを

低減する技術的対策を講じ、個人情報の管理を徹底する。 

②環境保全や規制物質管理、労働安全衛生に関する法令を遵守し、危険物、毒劇物の管

理と取扱い、災害に対する管理体制を確保するとともに、防災訓練や職員への意識向

上のための研修を実施する。 

③震災の発生や新興感染症の流行などに備えた対応策を必要に応じて見直すとともに、

万が一発生した場合には、被害拡大の防止に向け的確に対応する。 

④緊急事態への対応方法を防災訓練や研修などで周知徹底するとともに、通報訓練や職 

員の安否確認システムを用いた訓練等を実施し、迅速な情報伝達・意思決定に向けた

管理体制を継続する。 

 

３ 社会的責任 

３－１ 情報公開 

運営状況の一層の透明性を確保するため、都産技研ウェブサイトや刊行物の発行など

により経営情報の公開に取り組む。 

事業内容や事業運営状況に関する情報開示請求については、規則に基づき迅速かつ適

正に対応する。 

 

３－２ 環境への配慮 

法人の社会的責任を踏まえ、ＳＤＧｓ（持続可能な開発目標）を意識し、省エネルギー

対策の推進、ＣＯ２削減等、環境負荷の低減や環境改善に配慮した業務運営を行う。 
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評 価 Ｂ（年度計画を概ね順調に実施している） 

■ 新たなソフトウェア導入による情報セキュリティの向上など、危機管理体制

の強化が図られている。 

 

■ ６年連続で省エネ法に基づく優良事業者の評価制度において最上位評価を獲

得している。 

 

⇒ 今後とも、情報セキュリティやリスク管理体制の確保等の危機管理対策や環

境に配慮した取組を推進されたい。 
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評 価 Ｂ（年度計画を概ね順調に実施している） 

■ 新たなソフトウェア導入による情報セキュリティの向上など、危機管理体制

の強化が図られている。 

 

■ ６年連続で省エネ法に基づく優良事業者の評価制度において最上位評価を獲

得している。 

 

⇒ 今後とも、情報セキュリティやリスク管理体制の確保等の危機管理対策や環

境に配慮した取組を推進されたい。 

 

項目２０（内部統制・コンプライアンス） 

Ⅷ その他業務運営に関する事項 

４ 内部統制によるガバナンス強化とコンプライアンスの推進 

①内部統制の仕組みを有効に機能させるため、規程類の点検、整備を行う。 

②内部監査、業務点検の監査項目を適切に設定する。 

③コンプライアンスマニュアルを研修などにおいて活用することで、職員の意識を向上させる。 

 

 

 

評 価 Ｂ（年度計画を概ね順調に実施している） 

■ 内部統制関連規程の点検・整備等、内部統制の仕組みを有効に機能させる取

組を着実に実施している。 

 

■ マニュアルの改善やオンラインでの研修により、職員のコンプライアンス意

識の向上に努めている。 

 

⇒ 今後も内部統制によるガバナンス強化及びコンプライアンスの徹底を進めら

れたい。 
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地方独立行政法人東京都立産業技術センター令和４年度業務実績評価に係る 

評価委員会の意見について 

  

 

１ 令和４年度における地方独立行政法人東京都立産業技術研究センター（以

下「都産技研」という。）の業務の状況は、「優れた業務の進捗状況にある」

と認められる。評価の決定に際しては、次の点について留意されたい。 

  

 ・ 都と都産技研が連携して社会的責任を果たしていることは、研究者のモ

チベーションにつながっている。都と都産技研の歩調を合わせた事業展開

について、都民や中小企業等に分かりやすく示していくことを期待する。 

  

 ・ 都産技研の資産の有効活用という観点から、各支所や食品技術センター

等において、更なる取組の推進や、成果を積極的に発信していくことを期

待する。 

 

 ・ 都産技研を知らない中小企業等に届く情報発信や都産技研の取組を分か

りやすく伝える情報発信など、より多くの中小企業等やそのニーズに応え

る戦略的な広報を行うことが望まれる。  

 

 

２ 第四期中期目標及び中期計画の達成に向けては、法人が次の取組を推進す

ることを期待する。 

 

 ・ 都産技研の特許を活用した資金獲得など、知的財産の保有や活用等に経

営的な視点を取り入れ、質の高い研究や人材獲得につなげていくことを期

待する。 

 

・ ＳＤＧｓやＧＨＧ削減目標の実現に向けて、都産技研が率先して取り組む

姿勢を明確に示していくことで、中小企業の模範となることが望まれる。 
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分科会
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梶 間 栄 一 梶間公認会計士・税理士事務所　代表

杉 谷 祐美子 青山学院大学　教育人間科学部教育学科　教授
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国家公務員共済組合連合会虎の門病院　顧問
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藍 真 澄
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永 山 悦 子 毎日新聞論説委員

○ 福 井 次 矢 東京医科大学茨城医療センター　病院長
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（委員長、分科会長を除き五十音順、敬称略）

東京都地方独立行政法人評価委員会　委員名簿
（令和５年７月１日現在）
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国家公務員共済組合連合会虎の門病院　顧問
公益財団法人冲中記念成人病研究所 代表理事

藍 真 澄
東京医科歯科大学病院　保険医療管理部　教授
東京医科歯科大学大学院　教授

大 橋 裕 子 大橋裕子公認会計士事務所　所長

土 谷 明 男 公益社団法人　東京都医師会　副会長

永 山 悦 子 毎日新聞論説委員

○ 福 井 次 矢 東京医科大学茨城医療センター　病院長

井 伊 雅 子 一橋大学国際・公共政策大学院　教授

大 坪 由里子 公益社団法人　東京都医師会　理事

児 玉 修 児玉公認会計士事務所　所長

坂 本 す が 東京医療保健大学　副学長

本 田 麻由美 読売新聞東京本社　編集局医療部　編集委員

山 口 俊 晴 公益財団法人　がん研究会有明病院　名誉院長

（委員長、分科会長を除き五十音順、敬称略）

東京都地方独立行政法人評価委員会　委員名簿
（令和５年７月１日現在）

高
齢
者
医
療
・
研
究

都
　
立
　
病
　
院

氏　　名 所　　　　　　属

試
　
験
　
研
　
究

公
　
立
　
大
　
学
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評
価
結
果
反
映
報
告
書

 

地
方
独
立
行
政
法
人
東
京
都
立
産
業
技
術
研
究
セ
ン
タ
ー
の

2
0
2
1
年
度
業
務
実
績
評
価
結
果
の
主
要
な
反
映
状
況
 

 

評
価
項
目
 

評
価
に
お
け
る
主
な
指
摘
事
項

 
2
0
2
2
年
度
の
業
務
運
営
等
へ
の
反
映
状
況
 

2
0
2
1
年
度
業
務
実
績
評
価
 

全
体
評
価
 

都
産
技
研
の
更
な
る
認
知
度
向
上
に
向
け
、

戦
略
的
な
広
報
展
開
や
職
員
の
情
報
発
信
力

の
強
化
を
、
よ
り
一
層
強
く
進
め
て
い
く
こ

と
が
望
ま
れ
る
。
 

 

以
下
の
取
り
組
み
を
通
し
て
、
イ
ベ
ン
ト
や
ウ
ェ
ブ
サ
イ
ト
に
お
い
て
利
用
者

目
線
を
意
識
し
た
「
わ
か
り
や
す
い

P
R」
を
推
進
し
た
。

 

・
イ
ベ
ン
ト
、
展
示
会
の
出
展
効
果
を
高
め
る
た
め
、
外
部
有
識
者
の
ア
ド
バ

イ
ス
に
基
づ
き
、
統
一
感
及
び
誘
目
性
を
高
め
た
ブ
ー
ス
を
設
計
 

・
研
究
成
果
等
の
普
及
促
進
の
た
め
、
プ
レ
ス
発
表
資
料
を
記
者
お
よ
び
技
術

者
に
伝
わ
り
や
す
い
内
容
に
改
善
し
、
プ
レ
ス
発
表
後
の
問
合
せ
が
増
加
 

・
都
産
技
研
未
利
用
者
や
遠
隔
地
の
利
用
者
に
都
産
技
研
保
有
設
備
を

P
R
す

る
た
め
、
ウ
ェ
ブ
サ
イ
ト
に
バ
ー
チ
ャ
ル
見
学
ペ
ー
ジ
を
制
作
 

・
展
示
会
の
一
般
来
場
者
に
向
け
た
研
究
成
果
の
発
表
に
関
す
る
所
内
研
修

を
実
施
し
、
職
員
の
情
報
発
信
力
を
強
化
 

2
0
2
1
年
度
業
務
実
績
評
価
 

全
体
評
価
 

業
務
の

D
X
化
を
更
に
推
進
し
、
デ
ー
タ
分
析
・

活
用
に
よ
る
中
小
企
業
支
援
施
策
の
質
の
向

上
や
利
用
者
の
利
便
性
に
資
す
る
取
組
、
よ

り
効
率
的
な
業
務
運
営
に
つ
な
が
る
取
組
を

講
じ
て
い
く
こ
と
が
望
ま
れ
る
。
 

以
下
の
取
り
組
み
を
通
じ
て
、
デ
ー
タ
分
析
・
活
用
基
盤
の
整
備
、
利
用
者

の
利
便
性
向
上
、
業
務
の

DX
化
を
推
進
し
た
。
 

・
個
別
導
入
し
て
い
た
ツ
ー
ル
、
グ
ル
ー
プ
ウ
ェ
ア
か
ら
統
合
ソ
リ
ュ
ー
シ

ョ
ン
サ
ー
ビ
ス
に
移
行
、
展
開
し
、
生
産
性
向
上
ツ
ー
ル
の
活
用
と
セ
キ
ュ

ア
な
業
務
環
境
を
実
現
。
ま
た
、
デ
ー
タ
連
携
や

B
I
ツ
ー
ル
の
活
用
基
盤
を

構
築
し
、
支
援
業
務
等
の
利
用
状
況
分
析
を
迅
速
に
把
握
 

・
Q
R
コ
ー
ド
を
用
い
た
無
人
受
付
シ
ス
テ
ム
を
導
入
し
、
入
退
館
手
続
き
及

び
在
館
者
数
の
管
理
を
簡
略
化
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・
オ
ン
ラ
イ
ン
機
器
予
約
シ
ス
テ
ム
を
導
入
し
、
機
器
空
き
状
況
の
ウ
ェ
ブ

サ
イ
ト
で
の
提
供
、
オ
ン
ラ
イ
ン
で
の
仮
予
約
が
可
能
な
環
境
を
整
備
し
、

一
部
利
用
者
に
先
行
提
供
。
 

・
業
務
の

D
X
化
に
向
け
た
職
員
提
案
型
の
推
進
活
動
を
７
件
実
施
し
、
今
後

の
全
所
展
開
へ
の
課
題
抽
出
と
実
現
性
を
検
討
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